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オーストラリア（豪） タカ派化する豪中銀と上昇する豪ドル相場
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 豪州の成長率は底堅く、物価・賃金に上昇圧力

 豪中銀は2会合連続で利上げ、利上げ幅は拡大

 豪金利が上昇するなか豪ドルは対円で約7年ぶりの高値

■ 成長率は底堅く、物価･賃金に上昇圧力

2022年1-3月期の実質GDP成長率は前期比+0.8%（年率換

算+3.1%）、前年比では+3.3%と堅調でした（図1）。成長

を牽引したのは、個人消費の好調、公的需要の拡大、在庫

投資の増加でした。純輸出については、実質輸出が小幅減

少した一方、輸入は急増したため大幅なマイナス寄与とな

りました。国内需要は引き続き底堅く、依然として高い貯

蓄率（1-3月期：11.4%）と交易条件の改善に支えられ、先

行きも堅調な成長が見込まれます。また、民間消費支出デ

フレーターや名目単位労働コストが上昇しており、物価と

賃金の上昇圧力の高まりも確認されました。

■ 豪中銀は2会合連続で利上げ

豪中銀は6月7日の金融政策会合で、政策金利を0.50%ポ

イント引き上げ0.85%としました。5月会合に続く連続利上

げであり、利上げ幅は前回の0.25%ポイントから拡大しま

した。ロウ総裁は会合後の記者会見で、1ヵ月前に改定し

たインフレ見通しが既に低すぎる可能性を指摘しました。

国内経済については、景気は底堅く労働市場は力強く推移

しており、賃金の伸び加速を報告する企業が増えるなか、

インフレ率は更に上昇する見通しを示しました（図2）。

今回の決定について、コロナ禍対応の特別な金融支援解除

への更なる一歩とし、今後数ヵ月の間に金融環境を正常化

するプロセスにおいて更なる措置をとる見通しを示しまし

た。一方で、高インフレによる家計への圧力など多くの不

確実性も指摘しています。当面は毎回利上げが続き、政策

金利は2022年末までに2.5%に達すると予想しています。

■ 豪ドルは対円で2015年6月以来の高値

今回の利上げ幅は市場の織り込みを上回ったため、豪ド

ル相場にとってサポート材料となりました。先月公表され

た1-3月期賃金指数の伸びが予想を下回った事で一旦後退し

た利上げ観測は再び強まっています。豪ドルは8日には対

円で約7年ぶりに96円台に上昇、金利上昇を反映し上値余

地はあるとみています（図3）。一方、豪ドル相場にとっ

て中国景気の影響も大きくなっています。実際に5月後半

以降の反発については上海での都市封鎖解除など中国市場

のセンチメント改善が追い風になっており、先行きについ

ては中国景気の動向にも注意が必要と言えます。（向吉）
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【図1】1-3月期の実質GDPは底堅い成長

【図2】失業率が低水準となるなか物価上昇圧力高まる

【図3】大幅利上げを受けて豪ドルが上昇

オーストラリア 実質GDP前期比年率と要因分解

オーストラリア 国債利回り、政策金利と豪ドル相場

注）直近値は2022年6月10日。

出所） Bloomberg、豪中銀より当社経済調査室作成

注）直近値は2022年1-3月期。

出所）オーストラリア統計局より当社経済調査室作成

注）直近値は失業率が2022年4月、消費者物価が同年1-3月期。

出所）オーストラリア統計局、豪中銀より当社経済調査室作成

オーストラリア 消費者物価前年比、失業率

※本レポートは投資環境ウィークリ－2022年6月13日号の豪州頁（P6）から抜粋し加工したものです。
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■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありませ

ん。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示

唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱ＵＦＪ国際投信戦略運用部経済調査室の見解です。また、三菱ＵＦＪ国

際投信が設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。


